
- 114 -

（
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
に
基
づ
く
指
定
計
画
相
談
支
援
に
要
す

る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
の
一
部
改
正
）

第
九
条

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
に
基
づ
く
指
定
計
画
相
談
支
援
に

要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
二
十
四
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
表

の
よ
う
に
改
正
す
る
。



- 115 -

（ ）傍 線 部 分 は 改 正 部 分

改 正 後 改 正 前

別表 別表

計画相談支援給付費単位数表 計画相談支援給付費単位数表

１ 計画相談支援費 １ 計画相談支援費

イ サービス利用支援費 イ サービス利用支援費

サービス利用支援費 1,462単位 サービス利用支援費 1,458単位(１) (Ⅰ) (１) (Ⅰ)

サービス利用支援費 731単位 サービス利用支援費 729単位(２) (Ⅱ) (２) (Ⅱ)

ロ 継続サービス利用支援費 ロ 継続サービス利用支援費

継続サービス利用支援費 1,211単位 継続サービス利用支援費 1,207単位(１) (Ⅰ) (１) (Ⅰ)

継続サービス利用支援費 605単位 継続サービス利用支援費 603単位(２) (Ⅱ) (２) (Ⅱ)

注１～５ （略） 注１～５ （略）

６ 相談支援専門員が、計画相談支援対象障害者等であって ６ 相談支援専門員が、計画相談支援対象障害者等であって

、介護保険法（平成９年法律第123号）第７条第１項に規 、介護保険法（平成９年法律第123号）第７条第１項に規

定する要介護状態区分（以下「要介護状態区分」という。 定する要介護状態区分（以下「要介護状態区分」という。

）が要介護１又は要介護２のものに対して、同法第46条第 ）が要介護１又は要介護２のものに対して、同法第46条第

１項に規定する指定居宅介護支援（以下「指定居宅介護支 １項に規定する指定居宅介護支援（以下「指定居宅介護支

援」という。）と一体的に指定サービス利用支援又は指定 援」という。）と一体的に指定サービス利用支援又は指定

継続サービス利用支援を行った場合に、居宅介護支援費重 継続サービス利用支援を行った場合に、居宅介護支援費重

複減算 として、次に掲げる区分に応じ、１月につきそれ 複減算 として、次に掲げる区分に応じ、１月につきそれ(Ⅰ) (Ⅰ)

ぞれ次に掲げる単位を所定単位数から減算する。 ぞれ次に掲げる単位を所定単位数から減算する。

サービス利用支援費 553単位 サービス利用支援費 552単位(１) (Ⅰ) (１) (Ⅰ)

継続サービス利用支援費 604単位 継続サービス利用支援費 602単位(２) (Ⅰ) (２) (Ⅰ)

７ 相談支援専門員が、計画相談支援対象障害者等であって ７ 相談支援専門員が、計画相談支援対象障害者等であって

、要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５のも 、要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５のも

のに対して、指定居宅介護支援と一体的に指定サービス利 のに対して、指定居宅介護支援と一体的に指定サービス利

用支援又は指定継続サービス利用支援を行った場合に、居 用支援又は指定継続サービス利用支援を行った場合に、居

宅介護支援費重複減算 として、次に掲げる区分に応じ、 宅介護支援費重複減算 として、次に掲げる区分に応じ、(Ⅱ) (Ⅱ)

１月につきそれぞれ次に掲げる単位を所定単位数から減算 １月につきそれぞれ次に掲げる単位を所定単位数から減算
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する。 する。

サービス利用支援費 856単位 サービス利用支援費 854単位(１) (Ⅰ) (１) (Ⅰ)

（略） （略）(２) (２)

継続サービス利用支援費 907単位 継続サービス利用支援費 904単位(３) (Ⅰ) (３) (Ⅰ)

継続サービス利用支援費 301単位 継続サービス利用支援費 300単位(４) (Ⅱ) (４) (Ⅱ)

８・９ （略） ８・９ （略）

２～15 （略） ２～15 （略）


